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第１章　総則
第１条（目的）
本指針は、労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法並びにこれらに基づく厚生労働大臣の指針を踏まえ、当事業所における職場のハラスメント（パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメント、求職者等に対するセクシュアルハラスメント及び利用者・家族等の顧客等によるカスタマーハラスメントをいう。以下同じ。）を防止し、発生した場合に組織として迅速かつ適切に対応するために必要な事項を定めることにより、職員の尊厳と安全を守り、安心して働き続けられる職場環境を確保し、もって良質な介護・障害福祉サービスの提供と人材の確保・定着に資することを目的とする。

第２条（基本方針）
１　当事業所は、ハラスメントは職員の尊厳と人格を傷つけ、職場環境を悪化させ、良質なサービスの提供を妨げる行為であり、いかなる場合においても許されないものであることを、事業所の基本方針として宣言する。
２　当事業所は、職員がパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメント及び求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行ってはならないことを明確にし、これらの行為を行った職員に対しては就業規則に基づき厳正に対処する。
３　当事業所は、利用者・家族等の顧客等によるカスタマーハラスメントに対しては、組織として毅然とした態度で対応し、職員を保護することを明確にする。
４　当事業所は、前３項の方針並びに本指針に定めるハラスメントの内容、対処の内容及び相談窓口を、就業規則、本指針の配付・掲示、研修等を通じて、管理者を含む全職員に周知・啓発する。あわせて、求職者等に対しては、求職活動等に関するルール及び相談窓口を、募集要項、ホームページ、実習受入時の説明等を通じて周知する。
５　ハラスメント事案が発生した場合は、当事者のプライバシーに配慮したうえで、再発防止の観点から改めて本方針の周知を行う。

第３条（定義）
本指針において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
①　職員　当事業所が雇用する全ての労働者をいい、正規職員のほか、パートタイム職員、契約職員、嘱託職員等の非正規職員を含む。派遣労働者についても、当事業所は派遣先として本指針に定める措置を講ずる。
②　職場　職員が業務を遂行する場所をいい、事業所内に限らず、利用者宅、送迎車内、出張先、業務上の会議・研修の場、実質的に職務の延長と認められる懇親の場等を含む。
③　パワーハラスメント　職場において行われる、優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、職員の就業環境が害されるものであり、これら三つの要素を全て満たすものをいう。客観的にみて業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導は、これに該当しない。
④　セクシュアルハラスメント　職場において行われる職員の意に反する性的な言動に対する職員の対応により当該職員が労働条件について不利益を受けること、又は当該性的な言動により職員の就業環境が害されることをいう。性的な言動を行う者は、上司・同僚に限らず、利用者、その家族、取引先等の他の事業主又はその雇用する労働者を含む。異性に対するものに限らず同性に対するものも含み、被害を受ける者の性的指向又はジェンダーアイデンティティにかかわらず、性的な言動であればこれに該当する。
⑤　妊娠・出産等に関するハラスメント　職場において行われる、女性職員が妊娠したこと、出産したこと、妊娠又は出産に関する事由（産前産後休業、妊婦健診のための時間確保、軽易業務への転換、つわり等による労働能率の低下等）に関する言動により、当該女性職員の就業環境が害されることをいう。
⑥　育児・介護休業等に関するハラスメント　職場において行われる、職員による育児休業、介護休業、子の看護等休暇、介護休暇、所定外労働の制限、短時間勤務その他の子の養育又は家族の介護に関する制度又は措置の利用に関する言動により、当該職員の就業環境が害されることをいう。
⑦　求職者等に対するセクシュアルハラスメント　当事業所の職員による性的な言動により、求職者等の求職活動等が阻害されることをいう。「求職者等」とは、当事業所の求人に応募する者のほか、当事業所が実施する採用に資する活動（会社説明会、職場見学、インターンシップ等）に参加する者及び介護実習、看護実習その他の実習を受ける者をいい、「求職活動等」には、採用面接、説明会、職員への訪問、インターンシップ、実習への参加等のほか、ＳＮＳ等オンラインを介したものを含む。
⑧　カスタマーハラスメント　職場において行われる、顧客等の言動であって、職員が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより、職員の就業環境が害されるものであり、これら三つの要素を全て満たすものをいう。電話やＳＮＳ等インターネット上において行われるものを含む。
イ　「顧客等」とは、利用者及びその家族（今後利用する可能性のある者を含む。）、サービスに関し問合せをする者、取引先の担当者、施設の近隣住民その他当事業所の事業に関係を有する者をいう。
ロ　社会通念上許容される範囲を超えた言動の典型的な例は、次のとおりである。
（ア）言動の内容が許容される範囲を超えるもの：要求に理由がない又はサービスと全く関係のない要求（性的な要求、職員のプライバシーに関わる要求等）、契約等により想定しているサービスを著しく超える要求、対応が著しく困難又は不可能な要求、不当な損害賠償要求
（イ）手段や態様が許容される範囲を超えるもの：身体的な攻撃（殴る、蹴る、物を投げつける、唾を吐きかける等）、精神的な攻撃（脅迫、暴言、侮辱、人格否定、土下座の強要、盗撮・無断撮影、ＳＮＳ等への職員の個人情報の投稿等）、威圧的な言動（大声で怒鳴る等）、継続的・執拗な言動（同様の質問や要求の繰返し等）、拘束的な言動（長時間の居座り、電話による拘束等）、性的な言動（必要なく身体に触る、抱きつく、介助中にあからさまに性的な話をする等）
ハ　顧客等からの苦情の全てがカスタマーハラスメントに該当するわけではなく、客観的にみて社会通念上許容される範囲で行われた正当な申入れは、これに該当しない。また、障害のある利用者等が、障害を理由とする不当な差別的取扱いをしないよう求めること、又は社会的障壁の除去を必要としている旨の意思を表明すること自体は、これに該当しない。

第４条（ハラスメントの禁止）
１　職員は、職場において、他の職員、求職者等、利用者・家族等及び他の事業主が雇用する労働者に対し、ハラスメントに該当する言動を行ってはならない。
２　職員は、妊娠・出産、育児・介護に関する制度の利用を妨げる言動、性別役割分担意識に基づく言動、他者の性的指向・ジェンダーアイデンティティ等の機微な個人情報を本人の了解なく暴露する言動等、ハラスメントの原因や背景となり得る言動を行わないよう努める。
３　当事業所は、利用者・家族等に対し、職員へのカスタマーハラスメントを行わないこと及びハラスメントのない環境づくりへの協力を、重要事項説明書、契約時の説明、掲示等を通じて求める。

第５条（関係者の責務）
１　当事業所（法人の役員を含む。）は、ハラスメントを行ってはならないことその他ハラスメントに起因する問題に対する職員の関心と理解を深めるため、研修の実施その他の必要な配慮を行うとともに、自らもハラスメント問題に対する関心と理解を深め、職員、他の事業主が雇用する労働者及び求職者等に対する言動に必要な注意を払う。
２　職員は、ハラスメント問題に対する関心と理解を深め、他の職員、他の事業主が雇用する労働者、求職者等及び利用者・家族等に対する言動に必要な注意を払うとともに、当事業所の講ずる措置に協力する。
３　利用者・家族等の顧客等は、カスタマーハラスメントに対する関心と理解を深め、職員に対する言動が職員の就業環境を害することのないよう必要な注意を払うことが法律上求められており、当事業所は、第４条第３項によりその理解と協力を求める。

第２章　ハラスメントの防止
第６条（懲戒規定の整備）
当事業所は、ハラスメント行為を行った職員に対する懲戒処分の規定を就業規則に明記し、全職員に周知する。

第７条（求職者等に対するセクシュアルハラスメントの防止）
１　職員は、求職者等に対し、求職活動等の場面であるか否かにかかわらず、性的な言動を行ってはならない。
２　当事業所は、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、求職活動等に関するルールを次のとおり定め、職員に周知・啓発する。
①　採用面接、職場見学、実習指導等における求職者等との面談は、原則として事業所内又は当事業所が指定する場所において、業務時間内に行うこと。
②　求職者等との面談及び実習指導は、可能な限り複数の職員で対応すること。やむを得ず一対一で対応する場合は、扉を開放する等、密室とならないよう配慮すること。
③　求職者等との連絡は、当事業所の電話、メールその他あらかじめ定めた手段により行い、職員個人のＳＮＳアカウント等私的な手段を用いないこと。
④　求職者等を業務上の必要なく飲食に誘う等、採用又は実習と関係のない私的な接触を求めないこと。
３　当事業所は、前項のルールのうち求職者等に関わる事項及び相談窓口を、募集要項、ホームページ、実習受入時のオリエンテーション等を通じて求職者等に周知する。
４　求職者等からの相談については、第１０条及び第１１条の定めを準用する。この場合において、相談窓口担当者は、求職者等が採用担当者への相談をためらう場合があることに配慮し、採用担当者以外の者が対応できるようにする。
５　当事業所は、職員が求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行った事実が確認できた場合には、被害を受けた求職者等に対し、行為者からの引き離し、行為者の謝罪その他の必要な配慮を行うとともに、行為者に対し就業規則に基づき厳正に対処する。

第８条（業務体制の整備）
１　当事業所は、妊娠・出産等に関するハラスメント及び育児・介護休業等に関するハラスメントの原因や背景となる要因を解消するため、妊娠・出産、育児や介護を行う職員が安心して制度を利用し、仕事との両立ができるよう、周囲の職員への業務の偏りを軽減するための業務分担の見直し、業務の効率化等を行う。
２　職員は、当事業所が整備する妊娠・出産、育児や介護に関する制度を就業規則等により確認する。制度や措置を利用する場合には、早めに上司等に相談し、制度の円滑な利用のために業務に関わる職員との円滑なコミュニケーションを図るよう努める。

第９条（未然防止のための取組）
１　当事業所は、利用者や家族等の理解不足により苦情等に発展することを防止するため、サービスの目的、範囲及び方法について契約時及び必要な都度丁寧に説明するとともに、施設・事業所内で対応や説明方法の統一を図る。
２　当事業所は、利用者やその家族の情報を可能な範囲で適切に収集し、事業所内で共有する。
３　当事業所は、職員個々人に対応を委ねるのではなく、組織として迅速かつ統一的に対応するための体制を構築する。
４　当事業所は、組織として迅速かつ適切に苦情処理を行ったにもかかわらず解決しない場合には、市町村、都道府県社会福祉協議会の運営適正化委員会、国民健康保険団体連合会の苦情処理制度等に苦情を申し立てることができる旨を利用者に情報提供する。各窓口の対象範囲及び手続は、地域及び事業種別の要件に従う。
５　管理者等は、相談しやすい職場環境をつくるため、日頃から職員との良好な関係を築き、職員の変化を的確に把握するとともに、職場の風通しを良くするための取組を行い、●●●●等の相談しやすい場を定期的に設ける。

第３章　相談体制
第１０条（相談窓口の設置）
１　当事業所は、ハラスメントに関する相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するため、相談窓口を設置する。相談窓口担当者は、●●●●とする。
２　相談方法は、原則として面談によるものとするが、電話、手紙、電子メールによることも可とする。
３　相談の対象は、ハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、その発生のおそれがある場合や、ハラスメントに該当するか否か微妙な場合を含め、幅広く対応する。ハラスメントを直接受けた職員に限らず、これを把握した周囲の職員からの相談も対象とする。
４　相談窓口担当者は、次の事項に留意する。
①　初めに相談を受けた者の対応によっては問題が大きくなりかねないことから、初期対応は非常に重要であり、適切かつ迅速に対応すること。
②　相談者やその相談内容に関係する者のプライバシーや名誉などを尊重し、知り得た事実の秘密を厳守すること。
③　相談は公正かつ真摯な態度で、丁寧に聞くこと。
④　相談者が面談による相談を望まない場合は、手紙、電話等の方法によることも教示すること。
⑤　相談者の直面する問題の把握が大切であり、そのために不安感を取り除く等の配慮をしながら、解決策を考えること。
⑥　解決のための行動を起こす場合には、その都度事前に相談者にその旨を伝え、意向を確認しながら行うこと。
⑦　解決に時間を要するおそれのある場合は、相談者にその旨と所要日数の見込みを伝え、その後も、相談者に不安を与えないため、進捗状況を知らせながら進めること。
５　相談対応後は、事実関係を確認する苦情処理窓口担当（第１４条）との連携を密にする。担当以外の者にこの件で接触しようとする場合は、必ず相談者の事前の同意を得る。
６　相談窓口担当者及び相談方法は、あらかじめ全職員に周知する。
７　相談及び苦情への対応の流れは、別紙２のとおりとする。

第１１条（相談及び苦情への対応）
１　相談窓口担当者は、相談において次の事項を確認する。
①　相談者と行為者の関係（上司・部下・同僚・他部門・利用者・家族等）
②　問題とされる言動がいつ、どこで、どのように行われたか
③　行為者の言動に対し相談者はどのように感じ、どのような対応をとったか、また、それに対する行為者の反応
④　行為者の言動について、以前にも同様の言動があったと聞いたことがあるか、また、他の者に対しても同様の言動がなされているか
⑤　上司等への相談は行ったか
⑥　現在の相談者と行為者との状況
２　相談に当たっては、次の事項に留意する。
①　相談者の話は、本人の了解を得た上で、相談者と担当者の認識のずれをなくすため、正確に記録すること。
②　相談者の求める援助が、行為者に言動を止めるよう求めることか、不利益の回復か、謝罪の要求か、職場全体としての対処か等を的確に把握すること。
③　相談者の様子をよく観察し、対応に時間的な余裕があるかどうかを見極めること。
④　相談者の意向を踏まえ、解決方法やこれからの手順を説明するとともに、当面の対処の仕方について助言すること。
３　相談に際して得られた個人情報及び相談内容は、法令に基づく場合を除き、本人の同意なく第三者に開示してはならない。保護すべき情報には、性的指向、ジェンダーアイデンティティ、病歴、不妊治療等の機微な個人情報を含む。

第１２条（相談窓口担当者の研修）
１　相談窓口担当者には、ハラスメント対応に関する専門的知識を習得させるため、定期的に研修を実施する。
２　研修内容には、相談対応スキル、守秘義務、記録・報告手順、被害者対応時の留意事項を含むものとする。
３　担当者が外部研修を受講する場合には、当事業所がこれを支援する。

第１３条（外部専門機関との連携）
１　当事業所は、必要に応じて、外部の専門機関（弁護士、社会保険労務士、産業医等）と連携し、相談対応や事実確認における専門的助言を受けられる体制を整備する。
２　外部機関との連携を行う場合は、相談者の同意を得たうえで実施する。

第４章　事後の対応
第１４条（苦情処理窓口担当の設置及び事実確認）
１　当事業所は、ハラスメント事案の事実関係を確認するため、相談窓口のほか、苦情処理窓口担当を設ける。苦情処理窓口担当は、公正かつ客観的な立場で対処する。苦情処理窓口担当は、●●●●とする。
２　苦情処理窓口担当は、次のとおり対応する。
①　事実確認のため、迅速に事情聴取を行うこと。
②　把握した事実関係、対応状況等について記録を作成し、保管すること。
③　事実確認の過程であっても、必要に応じて適切な応急措置を講ずること。
④　被害者からの事実確認は、相談記録に基づき事実関係を改めて確認すること。その際、相談者の心身の状況や当該言動を受けた際の受け止め等その認識にも配慮し、ハラスメントの内容が公になり職場に居づらくなることのないよう十分配慮すること。
⑤　行為者とされた職員からの事情聴取は、相談内容を説明したうえで事実関係を聴取するとともに、十分な弁明の機会を与えること。行為者とされた者のプライバシーが守られるよう、細心の注意を払うこと。
⑥　当事者双方の言い分が食い違う場合等には、職場の同僚等の第三者からも事実確認を行うこと。必要に応じ、録音・録画等の客観的な証拠を確認すること。
⑦　行為者が顧客等である場合の事実確認は、第１５条第１項③の記録等に基づき行い、必要に応じて行為者本人からも事情を聴取すること。
３　事実関係の確認が困難な場合には、都道府県労働局の調停その他中立な第三者機関に紛争処理を委ねることができる。

第１５条（カスタマーハラスメントへの対処）
１　職員は、カスタマーハラスメントを受け、又は受けるおそれがあると認めたときは、次のとおり対処する。
①　直ちに管理者又はあらかじめ定めた責任者（以下「管理者等」という。）に報告し、その場の対応方針について指示を仰ぐこと。
②　可能な限り一人で対応せず、複数人で対応すること。必要に応じ、管理者等が当該職員に代わって対応すること。
③　言動の日時、場所、内容、対応経過を記録すること。必要に応じて顧客等とのやり取りを録音・録画すること。この場合、個人情報の保護に関する法律を遵守し、録音・録画を行う場合があること及びその利用目的を、重要事項説明書、掲示等によりあらかじめ利用者・家族等に周知しておくこと。
④　十分な説明を行ったうえでなお同様の要求や言動が繰り返される場合は、一定の時間の経過をもって対応を打ち切り、電話を切り、又は退去を求めること。
⑤　暴行、傷害、脅迫、不退去等の犯罪に該当し得る言動については、警察へ通報すること。
⑥　現場での対応が困難な場合は、法人本部へ情報共有を行い、指示を仰ぐこと。
２　当事業所は、過度な要求を繰り返す等、特に悪質と考えられるカスタマーハラスメントに対しては、ハラスメント対策委員会及び法人本部において協議のうえ、事案に応じて次の措置を講ずる。
①　行為者に対する文書による警告
②　担当職員の変更、複数人による対応その他のサービス提供方法の見直し
③　関係法令及び運営基準に照らして正当な理由があると認められる場合における、サービス提供の制限、契約の解除又は新規契約の拒否
④　行為者の施設・事業所への立入りの制限
⑤　弁護士への相談、民事保全法に基づく仮処分命令の申立てその他の法的措置
３　前項の措置を迅速かつ適切に講ずることができるよう、当事業所は、管理者等、ハラスメント対策委員会、法人本部及び顧問弁護士・社会保険労務士等の外部専門家が連携して対処を判断する体制を整備する。
４　当事業所は、カスタマーハラスメントの被害を受けた職員に対し、事案の内容や状況に応じ、担当の変更、行為者からの引き離し、産業医・カウンセラー等によるメンタルヘルス不調への相談対応その他の配慮の措置を速やかに講ずる。
５　前各項の対処に当たっては、利用者の障害特性や認知症等の心身の状況に十分留意し、障害者差別解消法に基づく合理的配慮の提供義務を果たすとともに、正当な苦情や意思表明をカスタマーハラスメントと誤認することのないよう慎重に判断する。

第１６条（被害者への配慮及び行為者への措置）
１　当事業所は、ハラスメントが生じた事実が確認できた場合には、被害を受けた職員に対し、事案の内容や状況に応じ、次の措置を速やかに講ずる。
①　被害者と行為者の間の関係改善に向けた援助
②　被害者と行為者を引き離すための配置転換
③　行為者の謝罪
④　被害者の労働条件上の不利益の回復
⑤　妊娠・出産等又は育児・介護休業等に関するハラスメントの場合は、職場環境の改善又は制度の迅速な利用に向けた環境整備
⑥　産業医、カウンセラー等の専門家による被害者のメンタルヘルス不調への相談対応（必要に応じた医療機関受診の勧奨を含む。）
⑦　ハラスメントにより休業を余儀なくされた職員が復帰を希望する場合における、原職又は原職相当職への復帰支援
２　当事業所は、事実確認の完了前であっても、被害の継続又は拡大を防ぐため、必要に応じて応急の措置を講ずる。
３　当事業所は、行為者が職員である場合には、就業規則に基づき懲戒その他の措置を講ずる。行為者が顧客等である場合の措置は、第１５条による。
４　当事業所は、事案に関し講じた措置の内容を、相談者及び行為者（職員である場合に限る。）に説明する。

第１７条（再発防止）
１　当事業所は、ハラスメント事案が生じたときは、改めて本指針及び第２条の方針を全職員に周知・啓発するとともに、研修の実施、発生原因の分析、業務体制の見直しその他の再発防止に向けた措置を講じなければならない。ハラスメントが生じた事実が確認できなかった場合においても、同様とする。
２　カスタマーハラスメントについては、必要に応じ、その発生の原因や背景となったサービス提供上の問題や利用者・家族等とのコミュニケーション不足の改善を図る。
３　当事業所は、事案の内容及び対応経過を記録し、個人情報の取扱いに留意しつつハラスメント対策委員会及び法人本部に共有し、再発防止に活用する。
４　当事業所は、相談を受けた管理者等に過度の負担がかかることのないよう、法人全体が組織的に関与する体制を構築する。
５　当事業所は、本指針に基づく取組を形式にとどめず、定期的な点検・評価を行い、必要に応じて組織体制及び対策を見直す。

第１８条（不利益取扱いの禁止）
１　当事業所は、職員が次の各号のいずれかに該当することを理由として、解雇、減給、降格、配置転換、契約更新の拒否、退職勧奨その他の不利益な取扱いをしてはならない。
①　ハラスメントに関する相談を行ったこと
②　当事業所による相談への対応又は事実関係の確認に協力し、事実を述べたこと
③　都道府県労働局に対して相談し、紛争解決の援助を求め、又は調停の申請を行ったこと
④　都道府県労働局からの調停会議への出頭の求めに応じたこと
２　前項は、ハラスメントを直接受けた職員に限らず、これを把握して相談した周囲の職員、相談への同席者及び調査協力者にも適用する。
３　当事業所は、派遣労働者が第１項各号に該当することを理由として、当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を拒む等の不利益な取扱いをしてはならない。
４　当事業所は、求職者等に対するセクシュアルハラスメントに関し、職員が情報提供又は報告を行ったことを理由として、当該職員に不利益な取扱いをしない。
５　当事業所は、本条の内容を就業規則に定めるとともに、全職員に周知・啓発する。

第１９条（他の事業主との協力）
１　当事業所は、職員が他の事業主が雇用する労働者からハラスメントを受けた場合において、事実関係の確認又は再発防止措置のために必要があるときは、当該他の事業主に対し、必要な協力を求める。
２　当事業所は、当事業所の職員が他の事業主が雇用する労働者に対しハラスメントを行った場合において、当該他の事業主から事実関係の確認等の措置の実施に関し必要な協力を求められたときは、これに応ずるよう努める。
３　当事業所は、他の事業主に前項の協力を求めたこと、又は他の事業主から協力を求められたことを理由として、当該他の事業主との契約を解除する等の不利益な取扱いを行わない。

第５章　推進体制
第２０条（ハラスメント対策委員会の設置）
１　当事業所は、ハラスメントの発生の防止・早期発見に加え、発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検討するとともに、ハラスメント防止に関する措置を適切に実施することを目的として「ハラスメント対策委員会」を設置する。
２　ハラスメント対策委員会の構成委員は、次のとおりとする。
・●●●●
・●●●●
・●●●●
・●●●●
・●●●●
・その他必要に応じ委員を指名する。
・構成員は、幅広い職種で構成するとともに、責務及び役割分担を明確にする。
３　委員会は、年●回以上開催する。事案発生時等、必要な際は、随時委員会を開催する。出席できない委員に対しては、●●●●により、委員会に参加できる体制を整える。
４　ハラスメント対策委員会の役割は、次のとおりである。
①　ハラスメント防止のための計画作り
②　ハラスメントのチェックとモニタリング（ハラスメントが起こりやすい職場環境の確認等）
③　ハラスメント発生後の検証と再発防止策の検討
④　委員会の組織その他事業所内の組織に関する事項の検討
⑤　ハラスメント防止のための指針整備に関する検討
⑥　ハラスメント防止のための職員研修の内容に関する事項の検討
⑦　ハラスメント等について、職員が相談・報告できる体制整備に関する事項の検討
⑧　犯罪に該当し得る言動又は特に悪質なカスタマーハラスメントが発生した場合に、警察、弁護士、法人本部、都道府県労働局等の関係機関への通報・相談及び連携が適切に行われるための方法に関する検討
⑨　再発防止策を講じた際の、その効果についての評価に関する検討及び実行
５　ハラスメント対策の担当責任者は、●●●●とする。
６　ハラスメント対策委員会における対応状況について、適切に記録のうえ、５年間保存する。
７　委員の任期は、●年とする。ただし、再任を妨げない。補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
８　委員長は、●●●●により選任する。
９　委員長は委員会を代表し、会務を総理する。
１０　委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理する。
１１　委員長は必要に応じて、委員会に関係者の出席を求めることができる。
１２　委員会は、委員長が招集する。
１３　委員会の会議は原則非公開とする。ただし、必要に応じて概要を共有する。
１４　委員会は（事業所単位 or 法人単位）で設置する。
１５　委員会は、他の合議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することも可能である。
１６　委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる。
１７　委員会の担当者は、各担当者として職務に支障がなければ、身体拘束適正化担当者等と兼務することは可能である。
１８　委員は、会議に出席することができない場合は、●●●●によって会議内容を把握できるよう委員会は対応する。
１９　委員会の結果については、職員及び外部に公表する。ただし、匿名・統計化した再発防止情報に限定する。

第２１条（研修）
１　利用者ニーズの把握及び福祉サービスの向上のため、ハラスメント解決の経過等について職員研修等を積極的に行い、再発防止・職員の資質向上を図る。
２　職員教育を組織的に徹底させていくため、当事業所の指針に基づいた研修プログラムを実施し、定期的な研修を年１回以上実施する。
３　研修の実施内容については、必ず記録する。
４　研修の実施は、●●●●により行う施設内実施（職員研修や他の研修プログラムに含める）及び外部実施による参加も可能である。

第２２条（本指針の閲覧及び周知）
本指針は、本施設で使用するマニュアルに綴り、全ての職員が閲覧を可能とするほか、利用者やご家族が閲覧できるように●●●●へ掲載する。併せて、利用申込者及びその家族にサービス内容を説明する文書に本指針の措置の概要を記載するとともに、求職者等及び実習生に対しては、募集要項、実習受入時の説明等により、第７条のルール及び相談窓口を周知する。

第２３条（本指針の見直し）
当事業所は、関係法令及び厚生労働大臣の指針の改正、ハラスメント対策委員会における検討結果等を踏まえ、必要に応じて本指針を見直す。改定を行ったときは、表紙の制定・更新履歴に記録し、全職員に周知する。

附　則
本指針は、令和●年●月●日から施行する。


別紙１　事業者●●●●ハラスメント対策委員会委員名簿

	
	氏名
	区分
	所属団体等

	１
	●●●●
	委員長、ハラスメント対策責任者（委員会招集者）
	事業者●●●●

	２
	●●●●
	委員長代行、ハラスメント対策責任者代行
	事業者●●●●

	３
	●●●●
	ハラスメント担当責任者（記録者）
	事業者●●●●

	４
	●●●●
	第三者委員
	事業者●●●●
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別紙２　相談・苦情への対応の流れ
相談・苦情
相談窓口担当者（第10条）
対策責任者・苦情処理窓口担当（第14条）
行為者は？
職員
本人・相手方・第三者から事情聴取
（相談記録に基づく事実確認）
事実関係の有無
誤解と判断
→ 双方に説明
事実ありと判断
→ 対策委員会で協議
（判定困難な場合）
判定
懲戒に値しない
→ 配置転換・
行為者謝罪等
懲戒に値する
→ 就業規則に基づく
処分（けん責等）
被害者への配慮（第16条）
関係改善・配置転換・不利益回復・メンタルケア
顧客等（利用者・家族等）
現場の初動対応（第15条第1項）
管理者等へ報告／複数人で対応／記録・録音
／犯罪に該当し得る言動は警察へ通報
事実確認
（被害職員・目撃者・記録に基づく）
ハラスメント対策委員会・法人本部で協議
（第15条第2・3項）
通常対応
説明・担当変更・
サービス提供方法の見直し
特に悪質な事案
文書警告・サービス制限・
立入制限・法的措置
被害職員への配慮（第15条第4項）
担当変更・引き離し・メンタルケア
顧客等への対応方針の説明
（障害特性・合理的配慮に留意：第15条第5項）
相談者への経過・結果の説明（第16条第4項）
解決
再発防止措置・記録・委員会への報告（第17条）
※ 全過程を通じて、相談者・行為者のプライバシー保護（第11条第3項）及び
相談・調査協力を理由とする不利益取扱いの禁止（第18条）を徹底する。


